指定特定非営利活動法人指定申出書及び添付書類一覧（兼チェック表）
	法人名
	
	実績判定期間
	平成　　年　　月　　日～
令和　　年　　月　　日

	主たる事務所の住所
	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊該当するチェック欄に「○」を記載してください。

	申出書　・　添付書類
	チェック

	指定特定非営利活動法人指定申出書（第１号様式）
	

	Ⅰ　寄附者名簿
	

	Ⅱ　指定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

	
	１
	県内に主たる事務所があること｡（確認書類：定款及び履歴事項全部証明書の写し等）
	

	
	２

	(ア)広く県民からの支援を受けているかどうかを判断するための基準として、ⅰ、ⅱ、ⅲのいずれかの基準を選択してください。

	
	
	
	ⅰ　相対値基準（経常収入金額に占める寄附金等収入金額の割合が１０％以上）

	
	
	
	
	指定基準等チェック表（第1表　相対値基準用）
	

	
	
	
	
	受け入れた寄附金の明細表（第1表付表1　相対値基準用）
	

	
	
	
	
	社員から受け入れた会費の明細表（第1表付表2　相対値基準用）
	

	
	
	
	ⅱ　絶対値基準（実績判定期間内の各事業年度の寄附金の額が３，０００円以上である寄附者の数の合計数が年平均５０名以上）
	

	
	
	
	
	指定基準等チェック表（第1表　絶対値基準用）
	

	
	
	
	ⅲ　絶対値基準（実績判定期間内の各事業年度の寄附金の額が１，０００円以上である寄附者の数の合計数が年平均１００名以上）
	

	
	
	
	
	指定基準等チェック表（第1表　絶対値基準用）
	

	
	
	(イ)広く県民からの支援を受けているかどうかを判断するための基準として、ⅰかⅱのいずれかの基準を選択してください。
	

	
	
	
	ⅰ　氏名及び住所が明らかで、かつ、報酬を受けないで活動を行ったボランティアが、各事業年度において延べ100人以上であること。
	

	
	
	
	ⅱ　事業活動に関し、地方公共団体等と協働した実績が各事業年度に１回以上あること。
	

	
	
	
	
	指定基準等チェック表（第2表）
	

	
	３
	事業活動が広く県民に周知されているか判断する基準として、(ア)(イ)(ウ)いずれかの基準を選択してください。
	

	
	
	
	(ア)事業活動についてインターネットその他の情報通信の技術を利用して公開していること。
	

	
	
	
	(イ) 継続的に会報を発行し、会員等以外の県民にも配布し、又は閲覧させていること。
	

	
	
	
	(ウ) 県民を対象とした事業活動に関する催しを各事業年度に４回以上開催していること。
	

	
	
	
	
	指定基準等チェック表（第3表）
	

	
	４
	県内において５年以上事業を継続すると見込まれること。
	

	
	
	
	指定基準等チェック表（第4表）
	

	
	５
	活動の対象について
	

	
	
	
	指定基準等チェック表（第5表）
	

	
	６
	運営組織及び経理について

	
	
	
	指定基準等チェック表（第6表）
	

	
	
	
	役員の状況（第6表付表1）
	

	
	
	
	帳簿組織の状況（第6表付表2）
	

	
	７
	事業活動について
	

	
	
	
	指定基準等チェック表（第7表）
	

	
	
	
	役員等に対する報酬等の状況（第7表付表1）
	

	
	
	
	役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第7表付表2）
	

	
	８
	情報公開について

	
	
	
	指定基準等チェック表（第8表）
	

	
	９
	事業報告書等の提出、不正行為等、設立後の経過期間について
	

	
	
	
	指定基準等チェック表（第9、10、11表）
	

	
	欠格事由チェック表（国税、県税、市税に係る納税証明書、登記事項証明書を添付）
	

	Ⅲ　寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
	


